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１. 18年 9月中間期の業績（平成18年4月1日 ～ 平成18年9月30日）
(1)経営成績 （百万円未満は切捨て表示）

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益
％ 百万円 ％ 百万円　　 ％

18年 9月中間期 3.6 17.2 5.9
17年 9月中間期 △24.3 △31.1 △50.3
18年 3月期

１　株　当　た　り
中間（当期）純利益

％ 円　銭
18年 9月中間期 3.7 22.63
17年 9月中間期 △33.3 21.83
18年 3月期
(注)①期中平均株式数    18年 9月中間期  64,143,154株   17年 9月中間期  64,145,484株   18年 3月期   64,144,884株
    ②会計処理の方法の変更　　 無
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態
１ 株 当 た り
純 資 産

百万円 百万円 ％　 円　銭　
18年 9月中間期 66.0   
17年 9月中間期 65.5   
18年 3月期 64.3   
(注)①期末発行済株式数  18年 9月中間期  64,142,752株   17年 9月中間期  64,144,828株   18年 3月期 　64,143,457株
　　②期末自己株式数 　 18年 9月中間期     336,629株   17年 9月中間期     334,553株   18年 3月期      335,924株

２. 19年 3月期の業績予想（平成18年4月1日 ～ 平成19年3月31日）

百万円 百万円 　　　　　百万円
通　　期

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）       49 円  11 銭

３．配当状況
・現金配当 １株当たり配当金（円）

18年 3月期
19年 3月期（実績）
19年 3月期（予想）
※ 業績予想につきましては、当社が現時点で合理的であると判断する一定の条件に基づき作成しており、実際の業績は
 予想と大幅に異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料の６ページをご参照下さい。

47.13

中間(当期)純利益

総  資  産

1,451
1,400
3,022

　

1,584.73    
1,556.62    
1,578.33    

売   上   高 経　常　利　益

152,428
101,648
99,849
101,239

百万円
72,604
70,114
149,207

2,541   
2,400   
5,422   

百万円

5,476

3,002
2,561

154,062

中間期末

157,533

自己資本比率

153,000

当 期 純 利 益

純  資　産

5,500 3,150   

年　間期　末

24.0012.00

20.0010.00
12.00
－

－
10.00
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１０．個別中間財務諸表等 

１０．１ 比較貸借対照表 
      （単位：百万円） 

  期 別  当中間期末 前 期 末 前中間期末 

 科 目  (2006 年 9 月 30 日) (2006 年 3 月 31 日) 
対前期末比較増減 

(2005 年 9 月 30 日) 

  【 資 産 の 部 】       

流 動 資 産  ７６，５３０  ７６，１３６  ３９４  ７１，８０２  

  現 金 及 び 預 金  １９８  ４７９  △   ２８１  ３７０  

  受 取 手 形  １１８  ４１７  △   ２９９  ３５１  

  売 掛 金  ４１，９２７  ４８，５５８  △ ６，６３１  ３８，８６３  

  有 価 証 券  ８６５  ５６４  ３００  １，５０３  

  た な 卸 資 産  ５，２４３  ６，８６７  △ １，６２４  ９，６０６  

  預 け 金  ２４，７７８  １４，２４３  １０，５３５  １４，６４７  

  繰 延 税 金 資 産  ２，８６７  ４，３４８  △ １，４８０  ５，８２８  

  そ の 他  ５９７  ８２５  △   ２２８  ８２６  

  貸 倒 引 当 金  △    ６６  △   １６９  １０３  △   １９５  

        

固 定 資 産  ７７，５３２  ８１，３９７  △ ３，８６５  ８０，６２５  

 有 形 固 定 資 産   ３２，１５８  ３２，５４７  △   ３８８  ３３，４６０  

  賃 貸 営 業 資 産  １６０  ３８１  △   ２２１  ６４２  

  建 物  １５，０２２  １５，５１８  △   ４９５  １６，００７  

  構 築 物  ２５７  ２６９  △    １２  ２８２  

  機 械 及 び 装 置  ５１  ５５  △     ３  ６０  

  工 具 器 具 備 品  １，１３１  １，１１２  １８  １，２５３  

  土 地  １５，１４４  １５，２００  △    ５６  １５，２００  

  建 設 仮 勘 定  ３９１  ９  ３８１  １３  

 無 形 固 定 資 産   ７，３５７  ８，１２９  △   ７７１  ８，４７８  

  ソ フ ト ウ ェ ア  ７，２９４  ８，０３２  △   ７３７  ８，３７９  

  そ の 他  ６３  ９７  △    ３３  ９８  

 投資その他の資産   ３８，０１５  ４０，７１９  △ ２，７０４  ３８，６８６  

  投 資 有 価 証 券  ５，３５７  ８，８７３  △ ３，５１６  ８，３８９  

  関 係 会 社 株 式  １６，８１７  １６，７５９  ５７  １４，９３１  

  差 入 敷 金 保 証 金  ２，９６７  ３，０２５  △    ５７  ３，２５０  

  前 払 年 金 費 用  １，６３３  １，５４８  ８５  １，５９２  

  繰 延 税 金 資 産  ８，５１２  ７，８２６  ６８６  ７，８７３  

  そ の 他  ３，０７１  ２，９４８  １２２  ２，８８８  

  貸 倒 引 当 金  △   ３４４  △   ２６１  △    ８２  △   ２４０  

資   産   合   計 １５４，０６２  １５７，５３３  △ ３，４７０  １５２，４２８  
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       （単位：百万円） 

  期 別  当中間期末 前 期 末 前中間期末 

 科 目  (2006 年 9 月 30 日) (2006 年 3 月 31 日) 
対前期末比較増減 

(2005 年 9 月 30 日) 

  【 負 債 の 部 】       

流 動 負 債  ４０，２５２  ２９，４２７  １０，８２５  ２６，３３４  

  買 掛 金  １３，５０３  １７，０５４  △  ３，５５１  １３，３４７  

  一年以内償還予定社債  １５，０００ ─ １５，０００ ─ 

  未 払 費 用  ６，７３４  ６，４５５  ２７９  ５，９８１  

  未 払 法 人 税 等  ２３５  ２６２  △     ２７  ２２３  

  未 払 消 費 税 等  １，１７２  １，６６４  △    ４９２  ６４６  

  受 注 損 失 引 当 金  ６５５  ４０３  ２５１  ２，１７５  

  そ の 他  ２，９５０  ３，５８６  △    ６３５  ３，９６１  

        

固 定 負 債  １２，１６１  ２６，８６６  △ １４，７０５  ２６，２４４  

  社 債  ─  １５，０００  △ １５，０００  １５，０００  

  退 職 給 付 引 当 金  １１，１５６  １０，９２２  ２３４  １０，４８３  

  役 員 退 職 慰 労 引 当金  ３６７  ３７８  △     １１  ３２８  

  プログラム補修引当金  １４８  １１３  ３５  ９４  

  そ の 他  ４８８  ４５１  ３７  ３３７  

 負   債   合   計  ５２，４１３  ５６，２９３  △  ３，８８０  ５２，５７９  

        

  【 資 本 の 部 】       

資 本 金  ─  ３４，１８２  ─  ３４，１８２  

資 本 剰 余 金  ─  ３５，２３５  ─  ３５，２３５  

 資 本 準 備 金  ─  ３５，２３５  ─  ３５，２３５  

利 益 剰 余 金  ─  ３４，９７４  ─  ３３，９９３  

 利 益 準 備 金  ─  ２，５３７  ─  ２，５３７  

 任 意 積 立 金  ─  ２８，２３７  ─  ２８，２３７  

 中間 (当期 )未処分利益  ─  ４，１９９  ─  ３，２１８  

その他有価証券評価差額金  ─  △  １，５９９  ─  △  ２，０１１  

自 己 株 式  ─  △  １，５５３  ─  △  １，５４９  

 資   本   合   計  ─  １０１，２３９  ─  ９９，８４９  

 負 債 ・ 資 本 合 計  ─  １５７，５３３  ─  １５２，４２８  

       

  【純資産の部】       

株 主 資 本  １０３，６４８  ─  ─  ─  

 資 本 金  ３４，１８２  ─  ─  ─  

 資 本 剰 余 金  ３５，２３５  ─  ─  ─  

  資 本 準 備 金  ３５，２３５  ─  ─  ─  

 利 益 剰 余 金  ３５，７８４  ─  ─  ─  

  利 益 準 備 金  ２，５３７  ─  ─  ─  

  そ の 他 利 益 剰 余 金  ３３，２４７  ─  ─  ─  

   プ ロ グ ラ ム 準 備 金  ２，３３２  ─  ─  ─  

   別 途 積 立 金  ２５，２９４  ─  ─  ─  

   繰 越 利 益 剰 余 金  ５，６２０  ─  ─  ─  

 自 己 株 式  △  １，５５４  ─  ─  ─  

評 価 ・ 換 算 差 額 等  △  １，９９９  ─  ─  ─  

 その他有価証券評価差額金  △  １，９９９  ─  ─  ─  
       

 純  資  産  合  計  １０１，６４８  ─  ─  ─  

 負 債 ・ 純 資 産  合 計  １５４，０６２  ─  ─  ─  
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１０．２ 比較損益計算書 
      （単位：百万円） 

 期 別  当 中 間 期 前 中 間 期 対 前 年 同 期 前   期 
   2 0 0 6年 4月  1日 2 0 0 5年 4月 1日 2 0 0 5年 4月  1日 
 科 目  ( 2 0 0 6年 9月 3 0日 ) ( 2 0 0 5年 9月3 0日 ) 比 較 増 減 ( 2 0 0 6年 3月 3 1日 ) 
 売 上 高  ７２，６０４  ７０，１１４  ２，４９０  １４９，２０７  

 売 上 原 価  ６０，６６２  ５８，６２７  ２，０３５  １２５，３９３  

  売 上 総 利 益  １１，９４２  １１，４８７  ４５５  ２３，８１４  

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ８，９３９  ８，９２５  １４  １８，３３７  

  営 業 利 益  ３，００２  ２，５６１  ４４０  ５，４７６  

 営 業 外 収 益  ２４９  ３８４  △   １３４  ５４７  

 ( 受 取利息及び配当金 )  （    １７５） （    ３２９） （△   １５３） （    ４４９） 

 ( 雑 収 益 )  （     ７４） （     ５５） （     １９） （     ９７） 

 営 業 外 費 用  ７１０  ５４６  １６４  ６０１  

 ( 支 払 利 息 )  （    １４５） （    １４５） （      ─） （    ２９２） 

 ( 雑 損 失 )  （    ５６４） （    ４００） （    １６４） （    ３０９） 

  経 常 利 益  ２，５４１  ２，４００  １４１  ５，４２２  

       

 特 別 利 益  ─  ─  ─  ８３８  

 特 別 損 失  ─  ─  ─  ９３８  

 税引前中間(当期)純利益  ２，５４１  ２，４００  １４１  ５，３２２  

 法人税、住民税及び事業税  ２１  １８７  △   １６６  ２４２  

 法 人 税 等 調 整 額  １，０６９  ８１３  ２５６  ２，０５８  

 中 間 (当期)  純 利 益  １，４５１  １，４００  ５１  ３，０２２  

 前 期 繰 越 利 益  ─  １，８１８  △ １，８１８  １，８１８  

 中 間 配 当 額  ─  ─  ─  ６４１  

 中 間 ( 当 期 ) 未 処分利益  ─  ３，２１８  △ ３，２１８  ４，１９９  
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１０．３ 株主資本等変動計算書 
 
（当中間期）  (単位：百万円) 

 株  主  資  本 

 資 本 剰 余 金 

 

 

資本金 
資本準備金 

資本剰余金 
計 

Ⅰ．2006 年 3 月 31 日残高 34,182 35,235 35,235 

Ⅱ．中間期中の変動額    
   プログラム準備金の取崩し（注） ─ ─ ─ 
   剰余金の配当（注） ─ ─ ─ 
   中間純利益 ─ ─ ─ 
   自己株式の取得 ─ ─ ─ 
   株主資本以外の項目の 
    中間期中の変動額（純額） ─ ─ ─ 

  中間期中の変動額 合計 ─ ─ ─ 

Ⅲ．2006 年 9 月 30 日残高 34,182 35,235 35,235 
    
 

      (単位：百万円) 

 株    主    資    本 

 利  益  剰  余  金 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

 
利益準備金 プログラム 

準備金 
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
計 

自己株式 
株主資本 
計 

Ⅰ．2006 年 3 月 31 日残高 2,537 2,943 25,294 4,199 34,974 △ 1,553 102,839 

Ⅱ．中間期中の変動額        
   プログラム準備金の取崩し（注） ─ △  610 ─ 610 ─ ─ ─ 
   剰余金の配当（注） ─ ─ ─ △  641 △  641 ─ △  641 
   中間純利益 ─ ─ ─ 1,451 1,451 ─ 1,451 
   自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △   1 △   1 
   株主資本以外の項目の 
    中間期中の変動額（純額） ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

  中間期中の変動額 合計 ─ △ 610 ─ 1,421 810 △   1 808 

Ⅲ．2006 年 9 月 30 日残高 2,537 2,332 25,294 5,620 35,784 △ 1,554 103,648 
        
 

  (単位：百万円) 

 評価・換算差額等  

 その他 評価・換算 純資産 
 有価証券 差額等 合計 
 評価差額金 計  

Ⅰ．2006 年 3 月 31 日残高 △ 1,599 △ 1,599 101,239 

Ⅱ．中間期中の変動額    
   プログラム準備金の取崩し（注） ─ ─ ─ 
   剰余金の配当（注） ─ ─ △  641 
   中間純利益 ─ ─ 1,451 
   自己株式の取得 ─ ─ △   1 
   株主資本以外の項目の 
    中間期中の変動額（純額） △  399 △  399 △  399 

  中間期中の変動額 合計 △  399 △  399 409 

Ⅲ．2006 年 9 月 30 日残高 △ 1,999 △ 1,999 101,648 
    
 

 (注) 2006 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 



   －  － 23 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

 （１）たな卸資産 

     製 品……移動平均法による低価法 

     仕 掛 品……個別法による原価法 

 （２）有 価 証 券 

     子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

     その他有価証券 

      時価のあるもの……市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価 

              は移動平均法により算定） 

      時価のないもの……移動平均法による原価法 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産……定率法（但し、1998 年 4 月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く。）については定額法） 

 （２）無形固定資産……定額法 

 

 ３．引当金の計上基準 

 （１）貸 倒 引 当 金……営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能 

見込額を計上しております。 

 （２）受 注 損 失 引 当 金……ソフトウェアの請負契約に基づく開発のうち、当中間期末時点で将来の損失が見 

               込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、当下 

               半期以降に発生が見込まれる損失額を計上しております。 

 （３）退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資 

               産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上して 

               おります。 

 （４）役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 

 （５）プログラム補修引当金……プログラムの無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく将来発生見 

               込額を計上しております。 

 

 ４．リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常 

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 ５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理……消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 
 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

    当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第 5号、平成 17 年 12 月 

   9 日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第 8号 平 

   成 17 年 12 月 9 日)を適用しております。これまでの資本の部の合計に相当する金額は 101,648 百万円であります。 

    なお、当中間期における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改正に伴い、改正後 

   の中間財務諸表等規則により作成しております。 
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注記事項 
 
 （中間貸借対照表関係） 
 （当中間期末） （前 期 末） 対前期末比較増減 （前中間期末） 

１．有形固定資産減価償却累計額 12,045 百万円 12,286 百万円 △ 241 百万円 11,762 百万円 

２．保 証 債 務 991  1,201  △ 210  1,343  

３．当中間期末日が金融機関の休日でありましたが、期末日満期手形の会計処理は、満期日に決済が行われた 
 ものとして処理しております。 
  なお、期末日満期手形は次のとおりであります。 
  受 取 手 形 13 百万円       

 
 
 （中間株主資本等変動計算書関係） 
  （当中間期） 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 
    （単位：株）
 前期末 当中間期 当中間期 当中間期末 
 株式数 増加株式数 減少株式数 株式数 
 自己株式     
  普通株式 335,924 705 ─ 336,629 
   合 計 335,924 705 ─ 336,629 

（注）普通株式の自己株式の増加 705 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
 
 
 （有価証券関係） 
  （当中間期末） 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 (単位：百万円) 
 当  中  間  期  末 

種  類 （２００６年９月３０日現在） 
 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子会社株式 350    5,782    5,432    

関連会社株式 14,631    10,458    △ 4,173    

合  計 14,981    16,240    1,258    

 
 
 
 


